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目的

　学校教育において，教師は児童生徒への直接の教育
の担い手として二つの指導性をはたすことが期待され
てきた。一つは，児童生徒の要求や現状を尊重する
「養う」機能であり，もう一つは，児童生徒の学力や社
会性を「ひきあげる」機能である（Debesse, １９６９　波
多野訳　１９７７）。
　教育社会心理学において，教師の二つの指導性は，
いずれの機能が児童生徒の学習意欲や成績あるいは学
級連帯性の向上に有効か，二分法の問題として検討さ
れてきた。その結果，児童生徒の要求や現状を尊重す
る「養う」機能に対応する指導行動を教師が主にとる
とき，児童生徒の学力や社会性を「ひきあげる」機能
に対応する指導行動をとるときに比べ，児童生徒の学
習意欲が高く学習態度や学級の雰囲気も好ましいもの
であることが示された（e.g., Anderson, １９３９; Withall, 

１９４９, １９５１; 小室 , １９５４, １９５５; Flanders, １９６０; Deci, 

Schwartz, Sheinman, & Ryan, １９８１）。
　その一方で，学習成績に関しては一貫した結果が得
られていない。Reeve, Bolt, & Cai（１９９９）など自律性
支援志向－行動統制志向の枠組みからの研究では「養
う」に相当する自律性支援指導のほうが課題解決や学
習成績が良いことが示される一方，児童生徒にとって
解くのが難しい課題では「ひきあげる」指導のほうが
質的成果や進行度が良いこと（三隅・中野 , １９６０），成
績は同程度もしくは知能面で下位の児童においては
「ひきあげる」指導のほうが成績が良いこと（小室 . 

１９５４, １９５５）ことが示されている。「ひきあげる」指導，

「養う」指導，どちらか一方のみでは，課題成績，学習
意欲あるいは連帯感，いずれかの効果が得られない問
題が残る。
　三隅・吉崎・篠原（１９７７）は教師の二つの指導性を
ＰＭ式リーダーシップから説明し，「ひきあげる」機能
に相当するものを課題達成機能（P機能）とし，「養
う」機能に相当するものを集団維持機能（M機能）と
し，双方の機能を一人の教師が指導行動として実施す
るとき，児童の学級連帯性や学習意欲が高く，規律遵
守行動が多いことを示した。社会が求める生活様式や
知性・倫理といった規律性の習得に子どもを「ひきあ
げる」だけではなく，子ども個人の身体的状態や資源・
意志を考慮する「養う」ことも教育上重要であるとし
た Durkheim（１９２２　田邊訳　１９５４）の指摘と，三隅ら
（１９７７）の結果とは一致するものといえる。
　しかし，教師に期待される二つの指導性を両立させ
るのは難しい。課題達成機能に対応する行動統制的指
導よって高まる児童の緊張を，集団維持機能に対応す
る配慮や気遣いによって緩和させるとした統合過程が
説明される一方（三隅，１９８４），成員間の資源差を明確
にする課題達成機能と成員間の対等性を維持する集団
維持機能とは矛盾するとの指摘がある（永田 ,１９７９）。
勉強するよう厳しくいうなど児童の行動を統制する指
導によって，課題ができる児童とできない児童とに明
確に分かれるなか，教師が児童の気持ちに気遣って話
を聞いたり冗談をいったりすることは，児童同士の対
等性を回復させることにはならないであろう。
　一人の教師が矛盾する二つの指導性機能をいかに統
合して指導行動として実施するか，統合化の論理が検
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討課題となる。
　教師の矛盾した二つの指導性の統合化を検討するア
プローチとして，二つの指導性が統合された具体的な
姿を指導行動として捉えることが挙げられる。
　教育場面ではないが，研究上，組織のリーダーシッ
プ機能に対応するとされたリーダーの具体的行動，特
に，課題達成機能に相当する体制づくり機能の行動内
容は研究者によって様々であるという（Schriesheim, 

House, & Kerr, １９７６）。体制づくり機能に対応する行動
内容が部下への圧力的・支配的行動であるとき，体制
づくり機能の行動次元は集団維持機能に相当する配慮
性機能の行動次元とは負の相関関係にあるが，体制づ
くり機能に対応する行動内容が部下との情報交換や課
題明示のときには，配慮性機能の行動次元と正の相関
関係にあることが示されている（Schriesheim et al., 

１９７６）。課題達成機能と集団維持機能，二つの指導性
にそれぞれ対応する指導行動とは何かを捉え直すこと
によって，双方の指導性が統合した具体的姿の指導行
動を把握できるとともに，双方の指導性を統合する論
理をも説明できると考えられる。
　弓削・松田（２００３）は，小学校中学年の学級で，授
業中自発的に発言する積極的かつ自由な雰囲気を持つ
と同時に互いに助け合うまとまりのある学級の一日を

観察・記録し，そこでの担任教師の児童への働きかけ
を指導行動とみなしてカテゴリーに分類した（Table１
参照）。その結果，注目すべきは，従来の研究でいわれ
てきた課題達成機能に対応する指導行動（「ルールの徹
底」），集団維持機能に対応する指導行動（「認める」，
「児童の現状に気付く」，「自己開示」）だけではなく，
今までの研究は取り上げられなかった指導行動が観察
された点である。
　その一つは，「児童を突き放す行動」である。児童を
見放すのではなく，「調べるテーマは自分で考えなさ
い」と教師が児童に課題を与えるような，児童に自分
の力で課題に取り組ませる指導行動であった。もう一
つは，「児童に助けを求める行動」であり，例えば，体
育のときに鉄棒の得意な児童に見本をみせてもらうな
ど，教師が答えを知らなかったりできない専門的な課
題や，児童が手助けてくれた方が効率のよい課題を児
童に任せる行動である。
　さらに，弓削・松田（２００４）の６名の教師及び教育
実習生の授業ビデオの分析からは，「ルールの徹底」，
「突き放す」，「助けを求める」指導と「児童を認める」
指導とが共に多い授業では，教師の発問に対し児童が
自発的に積極的に手を挙げて発表する傾向がみられる
ことが示された。

Table １　弓削・松田（2003）による教師の指導行動カテゴリー
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　以上の，弓削・松田（２００３，２００４）の結果からは，
教師の指導行動について以下の二点が示唆される。
　第一に，従来の研究上取り上げられなかった課題達
成機能に対応する指導行動として，児童に課題を突き
つける指導の抽出である。従来の課題達成機能に対応
する指導行動は，ルール遵守に向けての注意といった
児童生徒の行動統制を取り上げていた。行動統制とい
う面からみれば「児童を突き放す行動」と「児童に助
けを求める行動」は，課題達成機能を持つ指導行動と
して捉えられないと思われる。しかし，学級における
教師―児童関係からすれば，課題遂行において児童
が，権威である教師に対し依存あるいは依存の異なる
表現としての反発をおこなう傾向にある（e.g., Filloux, 

１９７４　永田・山本訳　１９７７；Birch & Ladd, １９９６）。そ
のなかで，「児童を突き放す行動」，「児童に助けを求め
る行動」を教師がとることによって，児童は教師に頼
らず自分で課題に取り組まざるを得ない状況に置かれ
ると思われる。いわば児童は教師に課題を突きつけら
れる状況になろう。いくら教師が「忘れ物をしないよ
うに」と注意して児童の行動を統制しようとしても，
児童本人がその課題を自分の課題として認めなかった
り，ものわかりのいい先生に依存して避けたりすれ
ば，児童は課題達成に向かわない。児童に課題を突き
つける指導行動は課題達成機能を持つと考えられる。
　第二に，課題達成機能に対応する課題を突きつける
指導行動と両立しうる，集団維持機能に対応する指導
行動の推測である。弓削・松田（２００４）において，「ルー
ルの徹底」，「児童を突き放す行動」，「助けを求める行
動」といった課題達成機能としての課題を突きつける
指導行動と，「児童を認める」といった集団維持機能の
指導とを一人の教師が一つの授業のなかで両立させて
いる。教師は単に児童を課題に向けて突き放したり助
けを求めても，必ずしも児童はその課題に取り組むわ
けではない。児童にとって自分でも課題として認識さ
れているもの，あるいは自分の力で取り組める見込み
がつくものが何かを教師が理解して課題を設定しない
と，突き放しは難しいであろう。いわば「あたたかい
突き放し」の指導が予想される。そうならば，推測で
はあるが，「認める」，「児童の現状に気付く」，「自己開
示」など集団維持機能に対応する指導行動は，三隅
（１９８４）が解釈した，児童を気遣ったり緊張を緩和させ
る働きかけではなく，むしろ，児童の意見や資源を理
解する指導行動であることが考えられる。
　従来のように，課題達成機能に対して児童の行動統
制を，集団維持機能に対して児童への気遣い・緊張緩
和を，それぞれ対応する指導行動と仮定した際には，
二つの矛盾した指導性機能の統合は説明が難しかっ
た。しかし，課題達成機能に対応する指導行動として
児童に課題を突きつける行動，集団維持機能に対応す
る指導行動として児童の意見や資源を理解する行動を

仮定するとき，二つの指導性の統合の論理が推察でき
る。
　但し，弓削・松田（２００３，２００４）の研究には，三つ
の課題がある。
　第一に，課題達成機能に対応する指導行動として新
たに抽出された，児童に課題を突きつける指導の確
証，及び具体的な指導行動パタンの収集である。弓
削・松田（２００３）は一事例のみを参考にして指導行動
のカテゴリーを作成している。通常の学級活動のなか
で他の小学校教諭も児童に課題を突きつける指導をお
こなっているのか，確認する必要がある。また，当該
指導行動の具体的なパタンが「突き放す」行動と「助
けを求める」行動に限られているが，他のパタンも存
在すると思われる。より多くの教師の指導行動を収集
し，児童に課題を突きつける指導行動が特定の教師に
限らず通常おこなわれるものなのか，具体的行動とし
てさらにどのようなものがあるか，検討の必要があ
る。
　第二に，集団維持機能に対応する新たな指導行動の
抽出と把握である。弓削・松田（２００３，２００４）のカテ
ゴリーのうち集団維持機能に対応する指導行動，つま
り「認める」，「児童の現状に気付く」，「自己開示」は，
従来の研究からすれば（三隅，１９８４）児童を気遣った
り緊張を緩和させたりする働きかけとして解釈されて
きたが，上述のように，課題達成機能に対応する指導
行動の見直しによって，児童の意見や資源を理解する
指導行動として解釈できることが示唆された。この推
察を実証するために，「認める」などの指導行動以外で
も，児童を理解する指導行動があるのか具体的な行動
をさらに抽出することが必要と考えられる。
　第三に，指導行動カテゴリー間の関連である。いく
つかの指導行動カテゴリーが弓削・松田（２００３）では
報告されているが，いずれのカテゴリーが指導性の機
能上類似したものであるのか，推察の段階であり実証
はされていない。また，弓削・松田（２００４）の結果に
基づく課題達成機能と集団維持機能との統合の論理は
推察の段階で留まっており，多くのデータに基づいた
実証的研究はおこなわれていない。
　本研究の目的は，一人の教師が矛盾する二つの指導
性をいかに統合して実施するか，統合化の論理を考察
するために，以上の三つの問題のうちの第一と第二の
問題を検討することを目的とする。具体的には，弓
削・松田（２００３）によって示された指導行動カテゴリー
の確認に向けてさらに具体的な指導行動を収集し，教
師に期待される二つの指導性に対応する指導行動を再
考する。

方法

調査協力者

　教職歴１０年以上の小学校教諭１０名である。
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調査期間

　２００６年１１月から１月の間に実施した。
手続き

　インタビュー調査を実施した。始めに，児童に対す
る教師のさまざまな働きかけを知ることを目的として
いることを伝えてから，次の質問をして自由に話して
もらった。「今まで担任をした学級で，困った行動や
態度をとる子どもがいたとき，どのような働きかけを

その子どもにしましたか，具体的にお話し下さい。そ
のとき，他の子どもたちや学級全体に対して，どのよ
うな指導や働きかけをおこなったかも，具体的にお話
し下さい」。
　困った行動や態度とは，学習面と生活面における問
題行動・態度とした。学習面や生活面の問題行動につ
いてすぐに思いつかないときは，具体例を調査者のほ
うから提示した。学習面については，授業中に話が聞

Table ２－１　教師の指導行動カテゴリー



― １２９ ―

教師に期待される矛盾した２つの指導性に対応する指導行動カテゴリー作成の試み

けない子ども，発表が苦手な子ども，グループ活動が
できない子ども，問題がなかなかとけない子どもを例
として挙げた。生活面については，あいさつができな
い子ども，いじめをしている子ども，掃除をしない子
ども，授業が始まっても着席しない子ども，友だちの
遊びの輪に入れない子ども，けんかをしている子ども
を例として挙げた。その他に，休み時間や放課後，朝・
帰りの会での指導についても話してもらった。
　話の内容は全て書き取って記録した。インタビュー
時間は約１時間から１時間３０分であった。

結果と考察

内容分析によるカテゴリー作成

　話してもらった内容から指導行動を抽出したところ
全部で１９７行動であった。
　指導行動カテゴリーを作成するために，抽出された
指導行動を箇条書きにしてカード化し，調査者２名で
話し合いながら指導行動として類似性の高いと思われ
るもの同士をまとめて，各まとまりをもとに指導行動
カテゴリーを作成した。その際，過去の指導行動研究

（e.g.,三隅ら，１９７７；弓削・松田，２００３）を参考に指導
行動を分類した。最終的に１２カテゴリーが作成された
（Table ２－１，２－２）。次に，各指導行動カテゴリーが
教師の二つの指導性のいずれに対応するか，調査者で
話し合いながら判断した。
　指導行動カテゴリーの信頼性を検討するために，調
査協力者以外の小学校教諭１名（教職歴１０年以上）を
判定者とした。１９７行動のなかから各カテゴリーの行
動がある程度均等に入るように９０行動を調査者が選択
し，これらの行動を判定者に１２のカテゴリーに分類し
てもらった。まず，判定者に，研究の主旨と指導性の
二つの機能についての詳細な説明と各カテゴリーの構
成・内容の説明をし，そのうえで，１２カテゴリーにつ
いての説明文とともに，一つの指導行動が箇条書きさ
れたカード（９０枚）を手渡し，カードを一つずつ読み
ながら１２のカテゴリーのいずれに該当する指導行動か
判断して分類するよう教示した。 判定者が分類終了
後，カテゴリー分類の一致度を算出してから，調査者
と判定者とが話し合って調査者が分類を修正したり，
指導行動の表現をわかりやすいものに修正したり，あ

Table ２－２　教師の指導行動カテゴリー（続き）
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るいは説明文の加筆を繰り返しながら，計３回，分類
してもらった。調査者（１名）と判定者との分類の一
致度は一回目が５９％，二回目が８９％，三回目が９８％と
なり，信頼性が高いことが確認された。
指導行動カテゴリーの特徴

　Table２－１，２－２に指導行動カテゴリーの詳細を
記した。
　１２の指導行動カテゴリーの内容をみると，「ルール遵
守・課題達成に向けての注意・行動統制」，「放ってお
く」，「突き放す」，「追い込む」，「児童の力に任せる・
借りる」，「待つ」，「気づかせる」は，課題達成機能に
対応する指導行動と判断される。そのうち，弓削・松
田（２００３）の指導行動カテゴリーと同様のものは，「ルー
ル遵守・課題達成に向けての注意・行動統制」，「放っ
ておく」，「突き放す」，「児童の力に任せる・借りる」，新
たに抽出されたものは「追い込む」，「待つ」，「気づか
せる」であった。これら三つのカテゴリーは従来の指
導行動研究では取り上げられなかったものである。
　「追い込む」，「待つ」，「気づかせる」の内容をみる
と，表現の直接性は異なるが，いずれも，課題に向け
て児童が自ら考えたり取り組んだりするように，教師
が直接・間接的に児童の背中を押して課題に突きつけ
る働きかけといえる。これらの課題達成機能に対応す
る指導行動のうち，少なくともいずれか一つを調査協
力者である小学校教諭はおこなっていた。弓削・松田
（２００３）が抽出した課題を児童に突きつける指導は，小
学校教諭の指導行動として通常おこなわれているもの
と考察される。
　次に，１２の指導行動カテゴリーのうち，「認める」，
「助言する」，「見守る」，「児童の気持ちや資源に合わせ
た配慮」，「人として接する」は，その内容から集団維
持機能に対応する指導行動と判断される。そのうち，
弓削・松田（２００３）の指導行動カテゴリーと同様のも
のは，「認める」，「児童の気持ちや資源に合わせた配慮」
であった。新たに抽出されたのは，「助言する」，「見守
る」，「人として接する」であった。
　これら３つのうち，「助言する」行動のみ，従来の研
究で集団維持機能として取り上げられた。「見守る」行
動は，「認める」，「助言する」，「児童の気持ちや資源に
合わせた配慮」と比べると，児童との直接的な相互作
用はみられない。しかし，教師が児童を観察し，児童
は教師から見られることによって，児童と教師の間で
児童に関する情報がやりとりされている点，情報の内
容は児童の資源や気持ち及び人間関係である点から，
結果として児童を理解することを目的とした行為であ
る。「認める」や「助言」，「児童の気持ちや資源に合わ
せた配慮」のように相互作用を通した児童の理解過程
と同じ行為として解釈できる。
　「人として接する」行動も，「自己開示」（弓削・松
田，２００３）がこのカテゴリーに含まれると思われるが，

行為そのものからすれば単に一個人としての対話であ
る。しかし，教師と児童とが互いに自分の考えを相手
に伝えることで互いに資源や考え・気持ちを理解し合
う過程とみなすことができよう。「認める」や「助言」，
「児童の気持ちや資源に合わせた配慮」，「見守る」と同
様，児童の資源や意見を理解する指導行動として解釈
できる。
　以上，今回の調査にて作成された指導行動カテゴ
リーの結果からは，まず，弓削・松田（２００３）の指導
行動カテゴリーと同様のカテゴリーだけではなく，新
たなカテゴリーが抽出されたこと，各カテゴリーはそ
の内容から，弓削・松田（２００３）同様，教師の二つの
指導性，つまり課題達成機能と集団維持機能のいずれ
かに分類できることが示された。そして，各機能に対
応する指導行動カテゴリーの内容をみると，課題達成
機能に対応する行動とは，児童に課題を突きつける指
導行動であり，集団維持機能に対応する行動とは，児
童の資源や意見を理解する過程としての行為であると
解釈された。これは，課題達成機能に対応する行動と
は児童の行動を統制する行為と仮定し，集団維持機能
に対応する行動とは児童の資源や気持ちに気遣ったり
課題達成に向けての緊張を緩和させたりする行為と仮
定した従来の指導行動研究とは異なる視点といえる。

まとめと今後の課題

　今回の研究では，教師の指導性である，課題達成機
能と集団維持機能とに対応する指導行動を検討するた
めに，小学校教諭を対象に日常の指導行動をインタ
ビューを通して調査し，指導行動をカテゴリー化し
た。その結果，弓削・松田（２００３）に新たなカテゴリー
は加わったものの，基本的には，課題達成機能に対応
する指導行動は児童に課題を突きつける行動，集団維
持機能に対応する指導行動は児童の資源や意見を理解
する相互作用過程である点では，弓削・松田（２００３）
と一致する結果となった。
　今後の課題は，まず，今回抽出された指導行動カテ
ゴリーと教師の指導性との対応を実証的に確認するこ
とにある。今回は，調査者２名によって話し合い，対
応関係を判断した。しかし，なかにはいずれの指導性
に分類できるか判断が迷うものもあった。次に，二つ
の指導性の関連性の検討が課題として挙げられる。課
題達成機能と集団維持機能との統合の論理は弓削・松
田（２００４）の結果に基づく「あたたかい突き放し」で
あったが，推察の段階で留まっており，多くのデータ
に基づいた実証的研究はおこなわれていない。した
がって，今回得られた指導行動カテゴリーを調査項目
として，小学校教諭を対象にした質問紙調査を実施
し，指導行動カテゴリー間の関連から教師の指導性と
各指導行動カテゴリーとの対応を考察すること，教師
の二つの指導性の関連を検討することが，今後の具体
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教師に期待される矛盾した２つの指導性に対応する指導行動カテゴリー作成の試み

的課題である。
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